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I. 阪神淡路大震災の教訓（表１）
　阪神淡路大震災の被災地内では，ライフライ
ンが途絶し，医療機能が平時の 3割以下に低下
した病院へ多数の傷病者が殺到し大混乱をきた
した．医療資機材，急性期の応援医療チームは
不足し，重症の傷病者を被災地外へ搬送するこ
とはほとんど行われなかった．また，医療機関
同士での情報共有もなされず，そのため，平時
の救急医療が提供されれば助かった可能性があ
る災害死，すなわち防ぎえた災害死が約 500 名
存在した可能性があるといわれている 1)．
　これらの教訓をもとに，1）災害拠点病院の

設置，2）DMAT（災害急性期の派遣医療班）
の養成，3）重症の傷病者を被災地外へ搬送す
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　災害医療は阪神淡路大震災を契機に体系づけられ，
岩手宮城内陸地震・岩手北部地震の 2つの地震をきっ
かけに岩手県の災害医療体制が構築されてきた．こ
のような経過で東日本大震災が発災した．東日本大
震災の急性期の医療活動としては，傷病者の多くは津
波被害のため，重症な傷病者は災害の規模のわりに少
なく，今まで考えられてきた外傷中心の医療活動では
なく慢性疾患への対応が求められた．一方，医療機
関においては地震・津波被害により診療の継続が困
難となり，多くの傷病者の内陸への搬送が必要となっ
た．県全体の医療活動の調整は当初，県庁DMAT調
整本部を中心とした医療班が，その後は岩手医科大

学と県が中心となり「いわて災害医療支援ネットワー
ク」を立ち上げ被災地との調整・支援を行った．東
日本大震災の医療活動の課題として，災害医療に対
応できる人材の不足と，各所の本部機能の強化が挙
げられる．特に本部機能を支える業務調整員（ロジ
スティック）の強化が急務であると言われている．
岩手医科大学は平成 25 年 4 月，災害医学講座を併設
する災害時地域医療支援教育センターを開設した．そ
の役割は東日本大震災の課題から，幅広く災害対応が
できる人材を育成することと，東日本大震災の医療活
動を総括し今後の大規模災害への対応を提言すること
である．
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*  平成27年11月29日に岩手県盛岡市において開催された第136回岩手医学会総会における特別講演 I．

表 1. 阪神・淡路の教訓

災害医療を担う病院がなかった．
　　⇒災害拠点病院
急性期の被災地における医療が欠落していた．
　　⇒DMAT
重症患者の広域搬送が行われなかった．
　　⇒広域医療搬送計画
医療情報が全く伝達されなかった．
　　⇒広域災害救急医療情報システム（EMIS）
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る広域医療搬送計画の策定，4）医療情報の伝達・
共有システムとしての EMIS（広域災害救急医
療情報システム）の開発などが行われた．災害
医療は阪神淡路大震災を契機に体系づけられ，
その後いろいろな取り組みがなされてきた．

II. 岩手県の災害医療の取組み（図 1）
　平成 17 年全国で DMAT隊員養成が開始さ
れ，岩手県でもDMAT隊員が誕生した．
DMATは国が養成し，都道府県が運用する決
まりとなっている．
　平成 19 年新潟中越沖地震が発生し，全国か
らＤＭＡＴが新潟へ参集するも，岩手県とし
てのDMATの派遣システムが構築されていな
かったため，岩手県からのDMATの派遣はな
かった．
　平成 20 年 6 月 14 日，岩手宮城内陸地震が発
災した．主な人的な被害は胆沢ダム付近の林道
でのバスの転落事故である．この際DMAT活
動でさまざまな問題を提起した．安全管理，情
報共有・通信手段の確保，傷病者の分散搬送，
医療と防災部局の連携，関係各機関のヘリコプ
ターの運用調整等である．
　岩手宮城内陸地震の約 1ヵ月後，7月 2 日岩
手県北部地震が発生した．この地震では人的被
害はなくDMATの実働はなかったが，県庁レ

ベルでは岩手宮城内陸地震ではできなかった関
係各機関が参加し，情報共有・活動調整する連
絡調整会議が開催された．また，ヘリコプター
の調整についても関係機関で運用調整会議も開
催された．医療についてもDMAT隊員が連絡
調整会議に参加し他機関との連絡調整を行っ
た．総務省消防庁は防災機関の調整会議に医療
を入れて調整する方法を，岩手モデルとして全
国に推奨した 2)． 
　このような経過のなかで，県庁保健福祉部
は災害拠点病院連絡協議会を設置し，岩手
DMAT 運営要綱，DMAT 運営要綱実施要領
を策定し，DMATを派遣する仕組みを構築し
た．
　平成 21 年には県総合防災室が，災害時にお
けるヘリコプター等運用調整会議を開催し，災
害時の多機関ヘリコプターの運用調整について
検討された．また，災害拠点病院連絡協議会で
は，近く起こるといわれている三陸沖地震によ
る津波発生時の医療体制についても検討され
た．その際，傷病者が多数発生した場合には広
域搬送が必要との認識にいたった．広域搬送と
は自衛隊機等を用いた被災地外への傷病者の航
空搬送のことである．平成 22 年 9 月花巻市で
行われた岩手県総合防災訓練において，広域医
療搬送を想定した SCU（Staging Care Unit：

図 1. 



空港に併設された臨時医療救護所）訓練が花巻
空港で実施された 3)．

III. 東日本大震災での医療活動
　前述のような取組みのなかで，平成 23 年 3
月 11 日東日本大震災・津波が発災した．人的
な被害の多くは津波被害であり，津波災害の特
徴である生死がはっきりしていたため，重症者
の数は被害の割には少ないものであった．沿岸
3災害拠点病院（県立宮古病院，県立釜石病院，
県立大船渡病院）発災後 3 日間（3 月 11 日～
13 日）で重症な傷病者は約 70 人であった．そ
の多くは津波肺，低体温，多発外傷であり，阪
神淡路大震災の時に問題となったクラッシュ症
候群はほとんどなかった．津波被害により病院
の診療継続が不可能となり，また地震により建
物の倒壊が危惧される病院から，入院患者をは
じめとした傷病者の避難（病院避難）がいくつ
かの医療機関で行われた．一方，病院機能が比
較的保たれている医療機関でも医療負荷を軽減
するため傷病者・入院患者を内陸の医療施設に
移動させることが必要となった．その結果，3
月 11 日から 1 週間で約 530 人，3 月末日まで
の 20 日間に約 770 人が内陸へ搬送された．そ
の搬送手段としてはヘリコプターが多数使用さ
れた．発災 7日間で約 200 人の傷病者を内陸へ

ヘリコプター搬送し，岩手県内で収容しきれな
い傷病者は，広域医療搬送により北海道，秋田，
東京へ，4日間で計 16 人搬送された．
　県庁での急性期の医療調整は県庁ＤＭＡＴ調
整本部を中心とした医療班（日赤岩手県支部，
岩手医科大学等と協力して）が，急性期の後の
亜急性期～慢性期の調整機能として，岩手県と
岩手医科大学が中心となり，いわて災害医療支
援ネットワークを3月19日に立ち上げた（図2）．
　これは岩手県（保健福祉部，医療局），岩手
医科大学，岩手県医師会，国立病院機構，日本
赤十字社が定期的に会議を開催し，被災地の情
報を集約・共有し，総合的な沿岸被災地への支
援調整を行うものである．当初のネットワーク
の目的は，避難所環境・健康管理，避難者の服
用薬の確保，心のケアであるが，そのときどき
で被災地のニーズは変化するため，ニーズに合
わせ参加機関も自衛隊，岩手県警察，看護協会，
リハビリ関連団体，感染制御チーム等が加わっ
た．また，ネットワークの特徴として，支援医
療班は一度県庁へきていただき，支援医療班と
しての登録をして，県は許可証を発行し調整し
た被災地へ入ってもらうこととした．これは被
災地の負担を少しでも減らすための対策として
考えられたことである．ネットワークは 7月末
まで県内全般の調整活動を行った（図 3）．
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図 2. 



　今後，もし岩手県内で大規模災害が発生した
場合にはいわて災害医療支援ネットワークが立
ち上がり，そのなかで災害医療コーディネー
ターを中心に県全体の災害医療の体制・調整が
行われていくこととなるであろう 4)．

IV.東日本大震災での課題
　東日本大震災を経験して，いくつかの課題を
あげてみたい．最も重要な課題として本部間，
拠点間での確固たる通信手段を確保することで
あった．大規模災害のたびに必ず教訓として伝
えられることに，情報，情報共有の重要性がい
われるが，東日本大震災でも情報共有，通信手
段の確保が最重要課題であったと考えられる．
災害急性期は固定電話，通常の携帯電話がほと
んど不通でしたし，衛星電話でも輻湊があった
と言われている．衛星電話が重要であることは
もちろんであるが，複数の通信手段を確保する
こと，通信機器の使用法をしっかり習得するこ
とも重要であると考えられた．
　次に，東日本大震災では各所に長期間にわ
たって本部が立った．その活動から本部機能の
強化の必要性を感じた．そのなかでも本部機能
を支えるロジスティック機能強化が重要であ
り，各本部に十分な人員が確保できないと，本

部が機能することはないため，質の高い本部員
を十分な人数配置することが重要である．災害
が甚大となれば，その活動が長期に及ぶことか
ら，超急性期，急性期，亜急性期，慢性期にい
たるまでの継ぎ目のないシームレスな医療支援
体制を維持するためには，本部機能・本部要員
強化が必要であると考えられる．
　最後に，災害医療対応の人材育成も不可欠で
ある．医師をはじめとした医療スタッフの育成
だけではなく，災害医療にかかわる行政職，救
助関係者等を含めた育成が重要であると考え
る．最終的には，一般の方々に災害時に実施さ
れる医療活動について理解を深めることが大切
であると考える．災害対応の医師として重要な
ことは，外傷を中心とした救急医療のみならず
慢性疾患へも対応でき，公衆衛生的な幅広い医
学知識をもつことである．「究極の総合医」が
災害時に必要であり，今後そのような医師の育
成システムの構築，実施も不可欠であると考え
らる．

　V. 岩手医科大学災害時地域医療支援教育セ
ンター（図 4）

　以上の課題のなか，岩手医科大学では平成
23 年 9 月，日本ではじめて独立した災害医学
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講座を開講し，その活動拠点として平成 25 年
４月，災害時地域医療支援教育センターを竣工
した．センターの役割として，1）災害医療対
応の医療人の育成，2）大規模災害が発生した
場合の活動拠点としての機能と備蓄，3）各種
研究・教育に係るシミュレーションセンターと
しての機能，4）医療連携システムを活用した
医療支援ネットワークセンターとしての機能，
5）災害医学講座，災害・地域精神医学講座の
活動・研究拠点がある．この体制のなかで，学
生教育はもちろん医療関係者，行政職，救助関
係者への研修会の実施，また災害医療を下支え
するロジスティック関連の研修，小学校～高等
学校での災害時の医療への理解を深めてもらう
講座等，さまざまな研修会を開催している．被
災地岩手から今後の大模災害へ対応できる人材
を育成し，一人でも多くの命を助けることので
きる仕組みを発信できたらと思う．
　研究拠点として東日本大震災での医療活動の
まとめを行っている．岩手県の亜急性期以降，
県としての医療調整を担ったいわて災害医療支
援ネットワークの検証を被災市町村の衛生部局
を訪問し聞き取り調査をしている．被災沿岸の
病院で 3 月中に亡くなった傷病者の調査を行
い，岩手県における防ぎえた災害死の検討をし
ている 5) ．3 月～ 7 月までに期間，被災地内救

護所で使用された診療録 8万冊の調査・検討を
行い災害発生後の疾病構造，支援に必要な薬品
の検討を行っている 6)．避難者 50 人以上の避
難所を発災直後から経時的に調査し，避難所の
状態，ライフライン，外部支援，自治，衛生環
境等をまとめ，避難所のあり方を検討している．
これらの研究課題に取り組み，今後の大規模災
害への備えとし全国へ発信できたらと考える．

Ⅵ . おわりに
　東日本大震災を教訓に岩手医科大学は災害医
学講座を併設した災害時地域医療支援教育セン
ターを開設し約 3年が経過した．多種多様な研
修会を企画運営し，災害医療対応の人材育成を
行うとともに，東日本大震災で実施された災害
医療の課題を主な研究テーマとして取り組んで
いる．今後の大規模災害への対応・対策をより
具体的に提言していきたいと考える．

利益相反 : 本論文内容に関連する著者の利益相反はない．

　　　　　　　　　　　　　　　　

図 4. 
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